
1 日本の税についての考察―日本における租税負担引き上げの検討

2 華僑・華人が世界に与える影響

3 覇権国アメリカの凋落―サブプライムローンの影響から

4 地方銀行の現状と課題

5 少子高齢化による人口減少社会―日本の進むべき道

6 公的年金制度改革の方向性と課題

7 新古本業界・ブックオフの誕生、成長および衰退、今後の展望、課題

8
日本の贈与文化とギフトマーケティング―日本の贈与文化をその成り立ちから概観
し、贈与の原理と交換の原理が混在するギフトマーケットの現在の状況を分析、考
察する。

9 グーグルについて

10 ライブ・エンタテインメント産業について

11 日本の煙草論争のあり方―感情的な煙草論争の分析

12 アマゾン･ジャパンの成功要因

13 自己決定権についての一考察―安楽死問題に関して

14 冤罪抑止についての一考察―被疑者・被告人の権利

15 ファミリーレストランにみる家族と食卓の変化

16 漫画と読者の関係性についての考察

17 産業化と核家族化の社会学的分析

18 地域密着型居酒屋の経営研究

19 戦後日本における大衆消費社会の成立と変容

20 格差社会と労働法

21 外国人労働者問題

22 地方自治体非常勤職員の雇止め問題

23 改正パートタイム労働法

24 年次有給休暇制度

25 男性の育児休業

26 デジタル・ディバイドについて

27 茨城大学生の読書機会と学習意識

28 健康と社会貢献活動に関する高齢者の意識

29 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて―組合・企業における取り組み比較

30 地域金融機関とリレーションシップバンキング

31 障害者雇用の現状と今後―茨城県の場合

32
個人と組織における動機付けについての一考察―主要な動機付け理論・内発的
動機付け研究に基づく考察

33 インターネット広告の台頭と広告コミュニケーションの変化

34 コミックマーケットの研究

35 販売奨励金の廃止によるモバイルビジネスの影響

（産業・企業論）

（社会科学論）
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36 観光振興による地域活性化の可能性

37 日本の映画産業に関する考察

38 小売業のプライベートブランド戦略

39 ウェブ動画マーケティング―ニコニコ動画におけるオカネの流れ

40 日本における派遣業界についての考察

41 日本の自動車産業が生き残るためには

42 女性の雇用形態の変化とその影響

43 カジュアルブランドの成長と今後

44 百貨店の今後

45 原油と世界市場

46 日米における小売業戦略比較―イオン・ウォルマートを通して

47 ブームで終わらない健康志向

48 再販売価格維持制度

49 アダム・スミスの理論から見る経済学の本質について

（国際社会論）

50 排出権取引は有効な環境政策か

51 リージョナリズムとは何か、ＥＵとは何か

52 食糧危機　食糧価格の世界的高騰の背景

53 アマゾン・ドット・コムの歴史と構造―最先端技術と労働集約型産業という二面性

54 石油依存型経済から脱却できないドバイ

55 トルコのEU加盟問題

56 戦争の情報化―情報化型RMAがもたらす効率化

57 沖縄経済の構造―沖縄経済を支える３つのＫ

58 アメリカの比較優位産業―エンターテインメント

59
サブプライムローン問題の本質─アメリカ経済構造から見たサブプライムローン問
題の本質

60 ポル・ポトのカンボジア

61 中国残留孤児問題の現状と課題

62
海外多国籍小売企業の韓国進出と勝敗―ウォルマートの韓国小売市場進出失敗
と現地化

63 人民元の切り上げから見る中国経済への影響

64
警察制度をめぐる比較法学的考察―国際化・情報化社会における広域捜査体制
を中心として

65 日本の司法制度と諸外国との比較的考察

66 少年法の改正についての比較法学的考察

67 触法精神障害者の処遇に関する比較法学的考察

68 ドメスティックバイオレンス防止法についての比較法学的考察

69 学習塾業界の展望―米国化する教育環境の中での役割

70 M&A（合併・買収）が持つ可能性―千葉県にスポットを当てて

71 市場型間接金融導入の有効性

72 経済インフラの担い手は、どうあるべきか―インフラ事業の新たな流れ

73 地域金融機関の役割―中小企業向け貸出の分析



74 地域銀行における今後の経営戦略―収益性の向上にむけて

75 わが国の炭素税導入の課題と可能性

76 日本における知的財産証券化の可能性と課題

77 日本は排出権取引を本格的に導入すべきか

78 中国における不良債権問題の現状と課題―中国国有商業銀行の行方

79 石岡市の中心商店街の変遷

80 寿地区における高齢者の増加と日常生活

81
笠間市におけるグリーンツーリズムとクラインガルテン―笠間クラインガルテンの役
割について

82 現代の中の伝統的祭礼における課題と今後の展望―祭頭祭を事例に

83 団地における定年退職者のライフスタイル―東中根団地を事例として

84 みやぎ蔵王白石スキー場の立地要因―選ぶ/選ばれる側からの分析

85
自治体が運営するエコツアーについての考察―山梨県富士河口湖町・青木ヶ原樹
海での取り組みを事例に

86 記者クラブは廃止すべきか

87 現代日本における愛国心の考察―靖国問題を手がかりとして

88
出生前診断による選択的中絶を減らすには―障害児を生み育てられる社会の実
現に向けて

89 サブサハラ地域における初等教育無償化政策の問題点

90 環境問題を引き起こす欲望―欲望は抑制すべきか

91 「参加」からみる食の安心

92 大衆民主主義における大衆と市民―インターネット利用による市民化へ

93 食糧問題から見るバイオエタノール―日本の食糧とエネルギー

94 インバウンド・ツーリズムの振興に関する研究―栃木県日光市を事例として

95
地方自治体の自立の選択と行政サービスに対する住民の意識―福島県磐梯町を
事例に

96
茨城県筑西市における集落営農組合の出現と意義―田谷川土地改良区地域を事
例として

97 茨城県ひたちなか市における「乾物」生産地域の再編―干しいもを事例にして

98
中山間地域における農村女性起業の現状と展開―茨城県常陸太田市金砂郷地
区 西金砂そばの郷 そば工房を事例として

（公共政策論）

99 豊かな地域再生をめざして―21世紀型都市づくりを考える

100 日本における国内排出量取引制度の現状と展望

101
Web2.0時代のインターネットの影響とは何か―消費者が生み出すメディアと参加型
社会

102 中小企業の再生とリレーションシップバンキングの有用性

103 経済と感情

104 今どき子育て事情―育児ストレスの緩和の必要性

105
常陸太田市における市町村合併と高齢者福祉―日常生活圏域設定にみるその影
響



106 女性パートタイム労働者の労働・生活実態―インタビュー調査にもとづいて

107 ワーク・ライフ・バランス―働きやすい社会の実現に向けて

108
介護施設利用者にとっての世代間交流の意義と課題―効果的な交流を継続させ
るには

109 女性が働きやすい社会

110 持続可能な年金制度―全額税方式の是非

111 市町村合併

112 地方交付税のあり方―自律のための財源確保

113 教育と財政

114 格差社会と生活保護―生活保護の見直し、貧困救済への道

115 基礎年金に対する国庫負担引き上げ

116
温泉街整備における自治体と住民のルールの考察―山形県尾花沢市銀山温泉と
熊本県南小国町黒川温泉を比較して

117
国際開発援助における地方政府支援に関する考察―アメリカの合衆国国際援助
庁（USAID）とイギリスの国際開発省（DfID）の比較を事例として

118
総合型地域スポーツクラブ支援における運営支援制度に関する考察―NPO法人
かしまスポーツクラブと夢town大洗スポーツクラブを比較して

119
路上喫煙防止における条例の実効性に関する考察―柏市ぽい捨て等防止条例と
所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例を比較して

120
公営駐車場の管理運営における指定管理者制度の効率性・有効性に関する考察
―笠間市営笠間駅北口駐車場と鹿嶋市営鹿島神宮駅西駐車場を比較して

121 少子化対策・子育て支援における国・県・市町村それぞれの役割

122 平成の大合併 要因と合併―山形県鶴岡市の例

123 ワークライフ・イノベーション―多様な働き方の新たな公式

124 ホームレスの自立を促す政策

125 少子高齢化社会における公的年金制度改革

126 フリーター問題と若年雇用政策の課題

127 スポーツによる地域振興策

128 非正規労働者の抱える問題点とその対策―正社員登用･転換制度に焦点を当てて

129 若年雇用の環境改善―非正社員のあり方

130 地方公共団体における外国人公務員の管理職昇任に関する考察

131
行政による開発と住民の裁判を受ける権利に関する考察―圏央道訴訟事件を中
心にして

132 入札談合と行政機関情報公開法―公共工事の入札談合を中心に

133 捜査としての通信傍受とその規制

134 犯罪捜査と監視カメラ

135 日本の犯罪報道の在り方―報道と人権

136 犯罪報道にともなう人権侵害について

137 少年非行に対する虐待の影響

138 自白の生成とその問題点



（地域社会論）

139 人・自然・都市の有機的融合

140
地域社会においてスポーツが持つ社会的可能性―鹿嶋市における鹿島アントラー
ズの社会的役割より

141 大洗町における協働のまちづくりに関する政治社会学的研究

142 交流人口拡大の可能性―茨城県常陸大宮市の事例

143 放課後における共働き世帯児童の生活保障と学童保育

144 里親制度の新しい展開を求めて―里親型ファミリーグループホームの可能性

145 現代社会における高齢者虐待

146 福祉有償運送の実証的研究―新しい公共交通とＮＰＯ活動

147 介護予防と地域住民によるアフターケア

148 総合型地域スポーツクラブのまちづくりへの可能性

149 スポーツと地域振興

150
食を軸とした地域振興の可能性―茨城県大洗町における「食育」の展開を事例とし
て

151 映像による地域振興

152 伝統芸能による地域振興の可能性―西塩子の回り舞台に関する事例研究

153 まちづくりにおける直売所の可能性

154 都市農村交流の有効性と団塊世代の可能性

155 地域再生と「道の駅」の力

156 食のブランド化と地域の持続可能性

157 スポーツによる地域振興―Jリーグを事例に

158 国家賠償法1条―公権力の行使について

159 学校事故と被害者救済―スポーツ事故を中心として

160 インターネットコンテンツ保護―MP3から見た著作権

161 医療過誤についての研究

162 動機の錯誤をめぐる民法第95条の問題

163
地方都市の中心市街地におけるマンション居住の効果に関する研究―茨城県水
戸市中心市街地の事例

164 都市農村交流における地域資源とその評価

165 中心市街地の回遊性

166 ＮＰＯ間の協働―小規模障害支援系ＮＰＯ法人の課題

167 都市農村交流に対する市民ニーズ

168 NPOと企業とのマッチング―茨城県での協働の可能性

169 アート空間としての中心市街地利用

170 地方都市の中心市街地におけるマンション居住―茨城県日立市の事例

171
納豆産業の動向に関する研究―タカノフーズ株式会社と有限会社菊水食品の事
例から

172 絶滅危惧種生物の保護活動に関する研究―矢板市ミヤコタナゴの事例から

173 ペットボトルリサイクルの実態についての研究―ひたちなか市の事例から

174 エコツーリズムの有効性の研究―ホールアース自然学校を通じて



175 外食産業の農業参入―ワタミの事例について

176 障害者福祉における利用者負担

177 母子世帯に対する所得保障の現状と問題点

178 母子世帯の母の就労・自立支援策の動向と問題点

179 介護労働者の現状と課題

180 ホームヘルパーの就業実態と問題点

181 児童虐待防止関係機関の現状と今後の課題

182 戦後から現在に至る日雇労働の変遷

183
94条2項類推適用による悪意者排除説の主張―民法177条の二重譲渡問題の解
決において

184 動機錯誤の捉え方―錯誤の分野における動機錯誤の捉え方についての考察

185 請負―建築請負における下請負人の保護

186 債権者代位権についての考察―債権回収機能としての有用性

187 人身損害における不法行為の機能

188 登記と解除関係の第三者についての学説考察


